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やさしく読み解くＳＤＧｓ（３）- ＥＳＧ投資の潮流と今後の課題 - 

 

視 点 

 持続可能な社会の実現に向けた取組みの中で、ESG投資が存在感を増している。SDGs 

が、“持続可能な社会”を様々な角度からイメージした「あるべき姿、目指す形」であり、

社会の移行と変化を促す道標（みちしるべ）だとすれば、ESG 投資は、その実現に   

向けた変革をファイナンス面から後押しする仕組みの一つと位置づけられよう。 

 ESG 投資は、新規領域ゆえの敷居の低さも手伝って、投資手法やアセットの裾野を 

広げつつ発展を遂げてきたが、統計数値等を投資手法や国・地域ごとに見ていくと、  

一括りに「ESG 投資」といっても発展状況は一様ではないことが窺える。 

 本稿では、ESG 投資を巡るこれまでの動きを、ポイントを絞って振り返りながら、 

それらが紡ぎ出した「ESG 投資」の現在の形を確認するとともに、将来に向けた課題等

についても論及する。 

 

要 旨 

 ESG投資が世に出る契機となった国連「責任投資原則」（PRI）への署名状況を国別

に俯瞰すると、英・米では2016－2017年頃から特にアセット・マネージャーによる

署名数が増加するなど、「ESG投資」の規模や品揃えが急速に拡大した様子が窺える。

また、投資手法ごとの残高からは、国・地域ごとの選好状況が見てとれる。 

 ESG投資における投資判断の精度向上や、ESG投資市場の健全な発展に向けては、

ESG格付等の透明性向上が求められるほか、持続可能な社会の将来の発展を見据え

れば「トランジション･ファイナンス」等に係る市場の整備も欠かせない。 

 

キーワード   ESG投資、SRI、責任投資原則、PRI、責任投資、GSIA、 

        サステナブル投資、ESGインテグレーション、ESG格付 
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はじめに 

 持続可能な社会の実現に向けた取組みの中で、いわゆる ESG 投資が存在感を 

増している。SDGs が、“持続可能な社会”を様々な角度からイメージした「ある  

べき姿、目指す形」であり、社会の移行と変化を促す道標（みちしるべ）だとすれ

ば、ESG 投資は、その実現に向けた変革をファイナンス面から後押しする仕組みの

一つと位置づけられよう1。 

 経済紙などで目にする特集記事では、「ESG 投資」を次のように点描し、その急速

な発展状況を報じている。 

 

 「ESG 投資」は、環境（Environment）、社会（Social）、企業統治（Governance）に対

する活動を踏まえて企業に投資する手法 

 世界的に拡大しており、その規模は約 35 兆ドル（4,000 兆円弱）に及んでいる 

 日本での ESG 投資は世界全体の 8%程度とまだ低いが、2015 年に年金積立金管理運用独

立行政法人（GPIF）が 2015 年に「責任投資原則（PRI）」に署名したのを契機に、近時急

速な拡大を見せている 

 

 ESG 投資は、新規領域ゆえの敷居の低さも手伝って、投資手法やアセットの裾野

を広げつつ、また、“企業価値の創造”や“持続可能性”といった要素とも結び    

ついて、ここまで上記のような拡大を遂げてきた。しかしながら、統計数値等を  

投資手法や国・地域ごとに見ていくと、一括りに「ESG 投資」といっても発展状況

は一様ではないことが窺える。また、今後に向けては、地球温暖化や社会変容など

がリスクと機会の両面で ESG 投資に影響を及ぼし、その姿を変えていく可能性も 

ある。 

 本稿では、ESG 投資を巡るこれまでの動きを、ポイントを絞って振り返りながら、

それらが紡ぎ出した「ESG 投資」の現在の形を確認するとともに、将来に向けた  

課題等について論及する。 

 

                         
1 両者の関係につき、GPIF（年金積立金管理運用独立行政法人）はホームページの中で、（投資家である）「GPIF  

 による ESG 投資と、投資先企業の SDGs への取り組みは、表裏の関係にある」と表現している。 

 （https://www.gpif.go.jp/investment/esg/）  

 

目次 
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 １．サステナビリティを巡るこれまでの流れ 

 ２．「E・S・G」が世に出る契機となった国連「責任投資原則」（PRI） 

   （１）国連「責任投資原則」  （２）PRI スタート（2006 年）の趣旨と背景 

 ３．「ESG 投資」市場の発展状況 

   （１）PRI 署名者数の推移    （２）ESG 投資の残高推移 

                           ① 国・グローバル地域別 ② 投資手法別 

 ４．おわりに：「ESG 投資」の課題 
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１．サステナビリティを巡るこれまでの流れ 

 ＜図表 1＞は、「社会課題の解決」や「持続可能な発展」に向けた主なイニシア   

ティブ（主導的取組み）のこれまでの流れと、「ESG 投資」に係る主な当事者の位置

関係を模式的に示したものである。（以下の説明の補足材料として、適宜参照いただ

きたい。） 

 「ESG 投資」を考えるに当たっては、イニシアティブの流れを 2 つに分けて   

考えると分かりやすい。図では、「投資・金融に係る動き」（左側）と「社会課題への

取組みに係る動き」（右側）の 2 つを置いた。 

 「ESG 投資」の位置取りは、左側の流れの中で、持続可能な発展等に向けた企業

一般（右側）の取組みをファイナンス面から後押しする役割である。 

なお、左側の流れの冒頭に「社会的責任投資（SRI: Social Responsible Investment）

の系譜」と置いたが、「SRI」とは、1920 年ごろから主に欧米で展開された投資類型

で、社会的な倫理観や価値観を重視するスタイルを特徴とした。もともとキリスト

教教会の余裕資金を原資とした投資であったことから、タバコ、アルコール、   

ギャンブル関連の企業には投資せず、投資対象の企業や業界に社会的な問題が生じ

た場合には資金を引き揚げるなどし、それが ESG 投資における「ネガティブ・スク

リーニング」の投資手法にもつながったと言われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

     2 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         
2 アセット・オーナーは（年金基金など）は、資産を自ら運用することもあれば、アセット・マネージャー等 

 （運用会社や信託銀行など）に運用を委託することもある。 

 

（図表 1） サステナビリティと投資の鳥瞰図  

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所 作成 
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２．「Ｅ･Ｓ･Ｇ」が世に出る契機となった国連「責任投資原則」（PRI） 

（1）国連「責任投資原則」 

 いわゆる「ESG 投資」が世に出る契機を作ったのは、2006 年 4 月に公表された 

国連「責任投資原則」（“Principles for Responsible Investment”。以下「PRI」と  

いう。）とされている。PRI 事務局のウェブサイトによれば、PRI とは「ESG の     

諸論点を投資実務に組み込むための一連の行動指針（a menu of possible actions for 

incorporating ESG issues into investment practice ）とされ、具体的には     

＜図表 2＞に示す 6 項目で構成される。 

 PRI 公表時の国連ウェブサイト3 によれば、PRI の作成はコフィ・アナン事務   

総長（当時）の唱導の下で進められ、20 以上の年金基金や財団、特別政府基金等が

参加し 8 か月をかけて起草された。アナン氏は、PRI の作成を進めた動機について

「グローバル経済にとってファイナンスの役割は欠かせないが、その中にあって、

投資の意思決定に環境・社会・コーポレートガバナンスについての考慮 －言い換え

れば、持続可能な発展に向けた信条となる考え方－ が十分に織り込まれていない」

との思いが原点となったと語っている。 

 

 

 
 

 

 では、ここでいう“ESG issues”とは何か。PRI 事務局の英語版ウェブページ4 で

は、“What is Responsible Investment?" （責任投資とは何か）として、次のような

説明が付されている。 

   

                         
3 PRI 公表時の国連プレスリリースより。（https://www.un.org/press/en/2006/sg2111.doc.htm） 
4 https://www.unpri.org/pri/about-the-pri 

（図表 2） 責任投資原則 

  

（備考）PRI『Principles for Responsive Investment』（英語版）より転記（和訳は 信金中央金庫 地域・中小企業研究所） 

    （下線筆者） 
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（原文）The PRI defines responsible investment as a strategy and practice to incorporate 

environmental, social and governance（ESG）factors in investment decisions and active 

ownership. 

             （※文章冒頭の“The PRI”は PRI の運営組織を指している。） 

 

 

（和訳）PRI では責任投資（responsible investment）を、投資判断や株主権利の行使に   

おいて環境・社会・ガバナンスの要素を組み込むという戦略ならびに実践、と定義している。 

 

 

 このように、PRI とは、機関投資家等に向け、投資判断の局面や運用資産に      

基づく権利行使といった局面で（投資先企業の財務情報だけでなく）「E･S･G」の   

視点も組み入れて判断することを提唱する行動案であり、その意味で、PRI に言う

「責任投資」（responsible investment）とは「投資行動」を示す概念である。 

 なお、日本においては、そのような投資行動は一般に「ESG 投資」と呼ばれて    

いる。呼称が定着していることを踏まえ、本稿においても、そのような意味合いで

「ESG 投資」を使うこととする5。 

 

 ちなみに、GSIA（Global Sustainable Investment Alliance）6 では、以下の      

とおり、同様の投資行動をより具体的に定義し、「サステナブル投資」（sustainable 

investment）と称している。 

 

（原文）An approach to investment where an environmental, social and governance factors, 

in combination with financial considerations, guide the selection and management of 

investments. 

 

 

（和訳）ポートフォリオの選定と管理運営に向け、財務面の考察と併せて環境・社会・ガバ

ナンス（ESG）の要素を考慮する投資アプローチ。 

 

 

 「環境・社会・ガバナンス（ESG）の要素を考慮する」という行動を敷衍すれば、 

 これまで財務分析の対象とはされていなかったが、結果的に投資対象企業の財務 

 

                         
5 ちなみに、海外の文献等において“ESG investment”あるいは“ESG investing”と表記されているケースは 

 多くない。 
6 各国の ESG 調査機関の連携によって構成される ESG 投資の普及団体で、グローバルな残高等に関するレポート 

 を 2012 年分から作成・公表している。 

（備考）PRI『Principles for Responsive Investment』（英語版）より転記 

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所 作成 

（備考）GSIA『Global Sustainable Investment Review 2012』より転記 

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所 作成 
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に影響を及ぼし得る要素（当該企業が気候変動にどのように対応するか、健康経営

や安全管理に対する取組みはどうか、サプライチェーンをどのように管理している

か、信頼の構築やイノベーションを促進につながる企業文化を持っているか、など）

を考慮に入れて投資行動に活かす、ということになるだろう7。 

 

（2） PRIスタート（2006年）の趣旨と背景 

 PRI は「投資実務への ESG issues の組込み」を提唱する箇条書きの行動案で    

あるため、そのような取組みによって何を目指すのかにつき、そこには特段の説明

は付されてない。 

 その点、PRI に先立って、これもアナン氏の提唱でスタートした複数のイニシア

ティブが検討報告書を公表しており、“目指す姿”についても触れられている。 

 そのようなイニシアティブの 1 つである“Who Cares Wins”（WCW イニシア   

ティブ）の報告書8（機関投資家、企業、規制当局、証券取引所、金融機関、アドバ

イザーなどによる検討内容を総括したもの。）には、E･S･G への考慮を通じて目指

すインベストメント・チェーンと持続可能な社会のあり方が、例えば次のような形

で表現されている。 

 

 グローバル化が進み、相互連関の高まりと競争環境が激化した世界にあって、E･S･G の

諸論点に対処できていることがすなわち、企業にとって競争を勝ち抜くために必要とさ

れる総合的な経営的資質の 1 つであること 

 E･S･G の諸論点にうまく対処している企業は、例えばリスクマネジメント、規制措置の

想定、新しい市場へのアクセスに適切に対応することで、企業価値の向上や、さらには

企業が活動する地域社会の持続的な発展に貢献すること 

 さらに、E･S･G の諸論点は、企業価値においてますます重要な位置づけを占めるレピュ

テーションとブランドに、強い影響を与える可能性があること 

 

 コフィ・アナン氏は、SDGs の前身である「ミレニアム開発目標」（Millennium 

Development Goals: MDGs）の創案と採択を牽引した事務総長として知られている。 

 SDGs（2015 年採択）では、持続可能な発展の推進エンジンとして民間セクターにも

様々な役割が設定されたが、MDGs から PRI へと続いた 2000 年代初頭にあって、社会 

                         
7
「E･S･G」視点も組み入れた投資判断の流れが投資家サイドで高まることによって、選ばれる企業側には自社の 

 「E･S･G」取組みを対外発信する必要が生ずることになる。企業側では「統合報告書」や自社ウェブサイト等を 

 通じ、機会とリスク、プラス面とマイナス面を含めて発信することが求められている。 

 なお、企業の情報開示としての“ESG”と、投資アプローチとしての“ESG 投資”とが時に混同して語られる 

 ことがあるが、実際には、両主体（企業と投資家）は ESG 情報を挟んで、“出し手”と“受け手”という対照的 

 な位置関係に立っている。 
8 https://documents1.worldbank.org/curated/en/280911488968799581/pdf/113237-WP-WhoCaresWins-2004.pdf 
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の持続可能な発展に向けた資本面での後押しというアナン氏の問題意識に答える解の 1

つが、E･S･G を通じた企業と社会の発展という PRI のコンセプトだったと思われる。 

 

３．「ＥＳＧ投資」市場の発展状況 

（1）ＰＲＩ署名者数の推移 

 ここで、「ESG 投資」市場のこれまでの発展状況を見ていきたい。 

 ＜図表 3＞は、PRI 署名者数のうち、英国・米国・日本の署名機関数を、属性（ア       

セット・オーナー、アセット・マネージャー、サービス提供会社）別に、署名実施年で      

プロットしたものである。 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本稿脱稿時点の署名機関数 4,661（アセット・オーナー668、アセット・マネー  

ジャー3,497、サービス提供会社 496）と隆盛を誇る PRI であるが、＜図表 3＞から 

まず読み取れるのは、英・米・日において、当初数年間の署名数は比較的低調だった

ことである。 

 PRI への署名によって新たな投資アプローチの採用表明に踏み出す投資家が多く 

なかった理由として、以下のような背景が当時あったことが考えられる。 

 

① E･S･G など非財務情報の開示レベルの低さ 

② 分析ノウハウの集積不足 

（図表 3） PRI 署名者数の推移  

（備考）PRI ウェブサイトのデータより 信金中央金庫 地域・中小企業研究所 作成 
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③ 「受託者責任」論点9 の存在 

④ 機関投資家におけるショートターミズム10 の存在 

 

 次に読み取れるのは、英・米においては、PRI の導入から数年を経て署名者数（特

にアセット・マネージャー）が増え始めていることである。PRI への署名と ESG 投資

への参入が必ずしもリンクするものではないが、ある程度マーケット動向を見定めた

後に、それぞれの分野のプロダクト開発に長けた（ブティック型を含む）アセット・

マネージャーが参入し始めたことを反映した動きとみられる。 

 これを踏まえると、英・米においては ESG プロダクトの品揃えも、2016～2017 年

頃にかけて大きく広がった可能性がある。 

 

 日本においては、2015 年 9 月に年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が PRI

に署名し、その事実を公表するとともに、運用受託機関に対し、PRI への署名状況の

報告と活動状況の説明（署名している場合）、ならびに、署名していない場合に理由の

説明を求めたことが知られている。 

 しかしながら、英・米で見られたような強い動きは、日本においては現在のところ

発現していないように見受けられる。 

  

（2）ESG投資の残高推移 

① 国・グローバル地域別 

 続いて、ESG 投資の残高の推移を見ていく。 

 「責任投資原則」への署名機関数等については PRI 事務局が適時公表しているのに  

対し、ESG 投資の残高については、GSIA（Global Sustainable Investment Alliance）

が 2012 年版以来、隔年をベースに公表しているレポートに詳しく記載されている。 

 なお、いわゆる ESG 投資を GSIA は「サステナブル投資」（sustainable investment）

と呼んでいることは上述のとおりであるが、GSIA は「サステナブル投資」の概念に  

つき、地域により定義等が一様でないことも踏まえ、「責任投資」や「SRI」とも互換的

に把握し得るものとしている。 

 

                         
9 機関投資家が、社会的な付随利益のみに着目して ESG 投資を行ったと解された場合、受益者の最大利益を図る 

 べきという忠実義務に反しかねないとの論点。ESG 投資に係る「受託者責任」面の整理は、各法域で進捗に 

 差異は見られるものの、その後徐々に進められている。 
10

 2000 年代初頭に見られたショートターミズム（企業や投資家が短期的な利益を追求する行動をとること）は、 

 長期視点からの投資を前提とした ESG 投資とは相容れないものであった。 
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 ＜図表４＞は、「サステナブル投資」の地域別推移を示したものである。 

 グラフからは、残高レベルに差こそあれ、各地域で増加の趨向にあることが見て   

とれる。なお、2010 年の欧州の残高が 2018 年から減少しているのは、同地での法制  

変更（「サステナブル投資」の認定要件の変更）があったことを反映したものとされて 

いる。 

 このように、「サステナブル投資」は“発展途上”でもあり不確実な要素を含んでは

いるものの、GSIA の報告書は残高推移の趨勢を掴む意味で有益である。 

 

 

 
 

 

② 投資手法別 

 次に、投資手法ごとの残高を比較する。 

 ＜図表 5＞は、「サステナブル投資」における投資手法の概念をまとめたものである。 

 ＜図表 6＞は、投資手法ごとに「グローバル」残高（日本を含む）と「日本」におけ

る残高（2020 年（度））を書き出したものである。（「グローバル」と「日本」で残高の

縮尺が違うことに注意。）11 

 「グローバル」・「日本」ともに相対的に残高の多いのが「ESG インテグレーショ

ン」と「エンゲージメント／株主行動」の 2 類型である。 

 「ネガティブ・スクリーニング」に関しては、「グローバル」では残高が相応に多い

のに対し、「日本」においては比較的少ない。 

                         
11 なお、＜図表 6＞の原データには投資手法間で重複カウントがあるものとみられる。 

（図表 4） サステナビリティ投資残高の地域別推移  

（備考）GSIA『Global Sustainable Investment Review 2014』、同『2016』、同『2020』より  

    信金中央金庫 地域・中小企業研究所 作成 

 



©信金中央金庫 地域･中小企業研究所 

9 

金融調査情報 ２０２１－２４    ２０２２．１．５ 

 限られたデータから傾向を導き出すのは簡単ではないが、E･S･G 要素を組み込んだ 

企業収益予想等を通じて投資を行う「ESG インテグレーション」や、企業との建設的

な対話等も展望した「エンゲージメント／株主行動」という、相対的にオーソドック

スで安定感のある手法が選好される傾向も見てとれる。 

 実務的には ESG 格付け等を介在した判断が行われるとしても、そういった類型が 

選好されている事実からは、この 2 類型に関しては今後も伸びが期待できよう。 

  

 

 
 

 

 

 
 

（図表 5） サステナビリティ投資における投資手法の概要 

（図表 6）サステナビリティ投資の投資手法別残高（グローバル／日本、2020 年（度））  

（備考）GSIA『Global Sustainable Investment Review 2020』より 信金中央金庫 地域・中小企業研究所 作成 

（備考）GSIA『Global Sustainable Investment Review 2020』より 信金中央金庫 地域・中小企業研究所 作成 
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４．おわりに:「ＥＳＧ投資」の課題 

 ここまで見てきたとおり、ESG 投資は、比較的緩やかな定義の下でスタートしたこと

もあり、投資手法やアセットの裾野を広げつつ発展を遂げてきた。 

 日本においては、規模の拡大は英国や米国ほど顕著ではないが、近年の動きからは 

同様の傾向が見てとれる。 

 そのような動きの中、理論や統計は実体的な商品開発等を後追いする形で形成され、

個別案件の投資判断にあっては ESG 評価機関の ESG 格付等が“情報の非対称性”を 

ある程度埋めてきたという側面が指摘できる。 

 ESG 投資の今後の課題を展望する中でよく挙げられるのは、ESG 格付等の透明性 

向上である。投資判断の精度向上、投資アプローチの洗練化、さらには ESG 投資市場

の健全な発展といった観点からも、ESG 格付における評価手法の開示が期待される12。 

 また、将来に向けては、地球温暖化や社会変容などがリスクと機会の両面で ESG  

投資に影響を及ぼし、その過程では産業の姿をも変えていく可能性がある。産業界の 

移行支援目的だけでなく、真に持続可能な社会の発展を見据えれば、トランジション・

ファイナンス13 等に係る市場の整備も欠かせない。 

            以 上       

（平岡 芳博） 

 

  

                         
12 「サステナブルファイナンス有識者会議」の報告書（2021 年 6 月公表）には、「ESG 評価は、まだ発展途上の 

   分野であり、金融庁において、企業や投資家からの意見を踏まえつつ、持続可能な経済社会システムの実現に 

   向けて、企業と投資家をつなぐ ESG 評価・データ提供機関に期待される行動規範のあり方等について議論を 

   進めることが期待される」との意見が記載されている。 

  （https://www.fsa.go.jp/news/r2/singi/20210618-2/01.pdf 16 ページ） 
13 気候変動への対策を検討している企業が、脱炭素社会の実現に向け温室効果ガス削減の取組等を行っている場合 

  に、その取組を支援することを目的とした金融手法 

 

 

 
 

 本レポートのうち、意見にわたる部分は、執筆者個人の見解です。また、本レポート中の掲載資料は、 

当研究所が信頼できると考える各種データ等に基づいて作成・加工したものですが、その正確性・  

確実性を保証するものではありません。 
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【バックナンバーのご案内：金融調査情報】（２０２１年度） 

号 数 題   名 発行年月 

2021-1 信用金庫の若年層取引の強化策 - 事前課題の集計結果 - 2021年 4月 

2021-2 信用金庫の本部組織改革への取組み - 事前課題の集計結果 - 2021年 4月 

2021-3 
信用金庫と国内銀行の医療・福祉向け貸出動向とコロナ禍の環境

下での医療機関の収益動向等 
2021年 4月 

2021-4 
2020年度の全国信用金庫主要勘定状況（速報） 

‐預金は 7.1％増、貸出金は 7.9％増とコロナ禍で高い伸び‐ 
2021年 4月 

2021-5 信用金庫の高齢層取引の強化 - 事前課題の集計結果 - 2021年 5月 

2021-6 信用金庫の営業店人員の適正化 - 事前課題の集計結果 - 2021年 5月 

2021-7 
信用金庫による補助金申請支援  

-事業への理解をもとにウィズコロナの本業支援を- 
2021年 5月 

2021-8 信用金庫の非対面チャネルの強化 – 事前課題の集計結果 - 2021年 6月 

2021-9 コロナ禍における信用金庫経営② – 事前課題の集計結果 - 2021年 6月 

2021-10 大和証券株式会社のベテラン層社員の活躍拡大策 2021年 6月 

2021-11 やさしく読み解くＳＤＧｓ（１） - ＳＤＧｓとは何者なのか - 2021年 6月 

2021-12 ＳＭＢＣ日興証券株式会社の「プロボノワーク制度」 2021年 8月 

2021-13 
城南信用金庫におけるオンラインを用いた理事長と全職員の座談

会について 
2021年 8月 

2021-14 住友生命保険相互会社の「生産性評価制度」 2021年 8月 

2021-15 住友生命保険相互会社の女性活躍への取組み 2021年 8月 

2021-16 ＳＭＢＣ日興証券株式会社の女性管理職向け「メンター制度」 2021年 9月 

2021-17 ＳＭＢＣ日興証券株式会社の「週３日・週４日勤務制度」 2021年 9月 

2021-18 
最近の信用金庫の店舗動向 

‐2020年度末までの店舗数と保有不動産の有効活用事例‐ 
2021年 9月 

2021-19 
やさしく読み解くＳＤＧｓ（２） 

-自社戦略への組み込みと対外発信のヒント-」 
2021年 9月 

2021-20 最近の信用金庫と国内銀行の地区別貸出金増加率の動向 2021年 10月 

2021-21 
地域金融機関による不動産の有効活用 

‐発注者支援の手法も活用した川崎信用金庫の事例‐ 
2021年 10月 

2021-22 大和証券グループのＳＤＧｓへの取組み 2021年 12月 

2021-23 信用金庫の個人ローン残高の動向 2021年 12月 
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信金中央金庫 地域・中小企業研究所 活動状況 
（2021年 12月実績） 

○レポート等の発行状況 

発行日 レポート分類 通巻 タ イ ト ル 

21.12.3 内外金利・為替見通し 2021-9 
今年最後の 12月会合でも、日銀の金融政策に特段の変更
はない見通し 

21.12.3 金融調査情報 2021-22 大和証券グループのＳＤＧｓへの取組み 

21.12.8 ニュース＆トピックス 2021-56 株式会社クレディセゾンの「１on１ミーティング」実施 

21.12.8 金融調査情報 2021-23 信用金庫の個人ローン残高の動向 

21.12.9 ニュース＆トピックス 2021-58 
2021年 11月末の信用金庫の預金・貸出金動向 (速報) 
－統計開始以来初めて、要求払預金が定期性預金を上回
る－ 

21.12.9 内外経済・金融動向 2021-6 
国内観光業はコロナ禍の苦境から抜け出せるか 
－渡航制限下でも国内観光支出は９割回復可能。訪日外
国人の支出は円安でかさ上げも－ 

21.12.20 ニュース＆トピックス 2021-62 
空知信用金庫の無人販売所「そらちしんきんマルシェ」に
ついて 

21.12.28 産業企業情報 2021-9 
環境激変に挑む中小企業の「危機対応」③（商業編） 
－“不変の原理”を拠り所とする卸売業・小売業の長寿企
業の危機対応事例－ 

 

○講演等の実施状況 

実施日 講 演 タ イ ト ル 主 催 講演者等 

21.12.3 地域金融機関の課題 地域密着金融の取組み 
静岡大学、 
静岡県信用金庫協会 

鉢嶺 実 

21.12.10 日本経済の現状と展望について 西武信用金庫 角田 匠 

21.12.15 内外経済情勢と今後の展望 奈良中央信用金庫 角田 匠 

21.12.18  信用金庫における預貸利鞘の決定要因 生活経済学会九州部会 品田雄志 

 

＜信金中央金庫 地域・中小企業研究所 お問い合わせ先＞ 

〒103-0028 東京都中央区八重洲１丁目３番７号 

TEL: 03-5202-7671（ダイヤルイン） FAX: 03-3278-7048 

e-mail：s1000790@FaceToFace.ne.jp 

URL https://www.shinkin-central-bank.jp/（信金中央金庫） 

https://www.scbri.jp/（地域・中小企業研究所） 

 


